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＊重大事故時に原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備の不備
（規則51条・解釈への不適合）

＊重大事故時の放射能汚染水の拡散を抑制するための設備の不備
（規則55条・解釈への不適合）



争点７とは

• 設置許可基準規則３７条２項に定める重大事故発生時の被害拡大
防止措置の一つとして、

• 同規則５１条に定めている溶融炉心冷却の設備があるということ
を参加人が説明したことをもって、

• 一審被告の原子力規制委員会が法４３条の３の６第１項３号に定
める「技術的能力」を有すると判断したことについて、

• 原判決は、これが合理的であると認めた。この是非。
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争点７ 関係条文
設置許可基準規則３７条２項は、以下のとおりです。
（重大事故等の拡大の防止等）
第三十七条
２ 発電用原子炉施設は、重大事故が発生した場合において、原子
炉格納容器の破損及び工場等外への放射性物質の異常な水準の放出
を防止するために必要な措置を講じたものでなければならない。

その細目である設置許可基準規則５１条は、以下のとおりです。
（原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備）
第五十一条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した
場合において原子炉格納容器の破損を防止するため、溶融し、原子
炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必要な設備を設
けなければならない。
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争点７ 規則５1条の「解釈」

• 第５１条（原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備）

• １ 第５１条に規定する「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心
を冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等
以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。なお、原子炉格納容器
下部に落下した溶融炉心の冷却は、溶融炉心・コンクリート相互作用
（ ）を抑制すること及び溶融炉心が拡がり原子炉格納容器バウンダ
リに接触することを防止するために行われるものである。（続く）
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争点７ 規則５1条の「解釈」

一審原告

• ａ）原子炉格納容器下部注水設備を設置すること。原子炉格納容器下部
注水設備とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する
措置を行うための設備をいう。

• ⅰ）原子炉格納容器下部注水設備（ポンプ車及び耐圧ホース等）を整
備すること。

• （可搬型の原子炉格納容器下部注水設備場合は、接続する建屋内の流
路をあらかじめ敷設すること。）

• ⅱ）原子炉格納容器下部注水設備は、多重性又は多様性及び独立性を
有し、位置的分散を図ること。（ただし、建屋内の構造上の流路及び配
管を除く。）

• ｂ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備か
らの給電を可能とすること。



争点７ 「多重性」「多様性」「独立性」

• 設置許可基準規則第２条（定義）

• 十七 「多重性」とは、同一の機能を有し、かつ、同一の構造、動作原
理その他の性質を有する二以上の系統又は機器が同一の発電用原子炉施
設に存在することをいう。

• 十八 「多様性」とは、同一の機能を有する二以上の系統又は機器が、
想定される環境条件及び運転状態において、これらの構造、動作原理そ
の他の性質が異なることにより、共通要因（二以上の系統又は機器に同
時に影響を及ぼすことによりその機能を失わせる要因をいう。以下同
じ。）又は従属要因（単一の原因によって確実に系統又は機器に故障を
発生させることとなる要因をいう。以下同じ。）によって同時にその機
能が損なわれないことをいう。

• 十九 「独立性」とは、二以上の系統又は機器が、想定される環境条件
及び運転状態において、物理的方法その他の方法によりそれぞれ互いに
分離することにより、共通要因又は従属要因によって同時にその機能が
損なわれないことをいう。
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争点７「独立性」がなくてもよいのか

• 溶融し原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必要な注水設備のレベル
を
「多重性又は多様性及び独立性を有し、位置的分散を図ること」と定める

• 一審被告：参加人の「格納容器スプレイポンプ、恒設代替低圧注水ポンプ等を設置する
こと」いずれも原子炉格納容器の上部からのスプレイ水への水の供給路であり、
「上部からのスプレイ水とは独立した、原子炉格納容器下部への注水のための流路」
を設けていないことは、認めている。

• その上で、専用の独立した流路がなくても、
「これらと同等以上の効果を有する措置」を行うことができると主張。

• しかし、「独立性」があるとは言えない設備

• 専用の、原子炉下部キャビティに直接注水する独立した流路は、他とは異なり、配管の
断熱材などの破片が途中で入って流路を塞ぐ恐れのない方法

⇒「これらと同等以上の効果を有する措置」であることの理由の説明なし！
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一審被告第 準備書面 ページより

「内側」からの閉塞

「外側」からの閉塞



争点７ 「内側」からの連通穴の閉塞？

• 一審被告：参加人による「溶融炉心等によって原子炉下部
キャビティ内部から連通穴が閉塞する可能性を検討するに
当たり、最も影響の大きい評価事故シーケンスと同様の条
件下における溶融物挙動を対象とした実験として知られて
いるＰＵＬｉＭＳ実験のデータから実機の溶融炉心等の拡
がり挙動について考察を行うこととし、その結果を踏まえ、
溶融炉心等が原子炉下部キャビティ床面全体に一様に拡が
ると想定した」との検討を合理的であるとして認めている。

• しかし、「実験」は実機で起こる重大事故を全て予測でき
るとは限らない
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争点７ 「内側」からの連通穴の閉塞？

• 【例えば】福一２号機で、予測できない貫通口への堆
積事故が発覚した件

• ２０２３年１０月、原子炉格納容器の貫通口の蓋を開
けたところ、推計約１４０リットルの堆積物が詰まっ
ていた。

• ２０２４年１月から除去作業を続け、５月１３日に
なってようやく除去が完了した。（甲２６８）
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甲２６８より
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甲２６９より



争点７ 「内側」からの連通穴の閉塞？

• ＰＣＶ（原子炉格納容器）と外部を結ぶ貫通部に堆積物が確認された
• そのメカニズムを推定すれば、「ＰＣＶ内に広く分布する鉄に微量の
ウランを含む粒子等が」「水蒸気の凝縮による圧力勾配によってペデ
スタル内からＸ－６ペネに向かう水蒸気の流れ」に乗ってＸ－６ペネ
内に流入して生じたという説明（甲２６９、１５頁）。

• 福一事故が起こってから１２年余を経て、ようやくＸ－６ペネに堆
積物があること及びそのメカニズムが推定できるところまで来た。

• 重大事故時に実機で何が生じるかは、全て推定することは不可能。
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争点７ 「外側」からの流路の閉塞？

• まず、前提事情として、

• ＬＯＣＡ（ 。原子炉の冷却材喪失事故）によって

相当多量の破片が発生する

• 大ＬＯＣＡは、配管の亀裂進展などによって発生

• 一次冷却水は約１５７気圧・３２０℃に加圧加熱されているため、

• ＬＯＣＡによって漏えいするという場合、「漏水」ではなく

「高温蒸気が爆発的に噴出」

• ⇒配管を包む断熱材は、破壊されて格納容器内に飛散

• ２００４年８月には一審被告参加人の設置する美浜３号機で二次系配管
の破断事故が発生。（甲２２６ 断熱材の飛散した様子の写真）
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争点７ 「外側」からの流路の閉塞？
• このような破片がスプレイ水に流されて、連通管や小扉の流路を閉塞させるおそれ⇧
• 一審被告参加人：大ＬＯＣＡによって相当多量の破片が発生することの蓋然性に全
く触れない
「グレーチングや金網扉で異物を捕捉できるので、閉塞の可能性は極めて低い」

• また、スプレイ水の流路を複数確保しているから、独立性がないことを認めつつ、
独立した専用の流路と「同等以上の効果を有する措置」を行うことができ、
「解釈」の要求を充たすと主張。

⇒ しかし、大量の小異物が連通管を閉塞させることはあり得る。
グレーチングや金網扉自体が異物で閉塞することも、当然あり得る。

⇒ 下部キャビティへの給水について独立した流路を設備する必要があり、それでな
ければ規則５１条の要求は充たされていないと言える。
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争点７ 「外側」からの流路の閉塞？

• 参加人は、「原子炉下部キャビティへの開口部を通じて流入する経路」
の他に、「原子炉下部キャビティへ直接流入する経路」があると説明。

⇒スプレイ水が原子炉容器と原子炉キャビティの隙間から流下すること
を指し、「独立」した給水ルートではない。

• 参加人は、「恒設代替低圧注水ポンプ等の新設をした」とも説明。

⇒あくまでスプレイ水確保のための装置
下部キャビティへの「独立」した給水ルートではない。
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甲１１３
４６－１頁より
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甲２５６（福井専門委資料）８頁より
高浜１，２号機



争点７ まとめ
• 参加人の設置している上部からのスプレイ水による原子
炉格納容器下部注水の設備は、「内側からの閉塞」と
「外側からの閉塞」の双方について多大な疑念がある

• 原子炉格納容器下部への専用の独立した流路がなくても
「これらと同等以上の効果を有する措置」を行うことが
できると主張する一審被告の説明は、

原発事故に対する多重防護の根幹を成す「独立性」を軽
視したもの。一義的に合理的であると判断するべきではな
く、本件許可は取り消されなければならない。
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争点８とは
•設置許可基準規則３７条２項に定める「原子炉
格納容器の破損及び工場等外への放射性物質の
異常な水準の放出を防止するために必要な措
置」の一つとして、

•同規則５５条に定める工場等外への放射性物質
の拡散抑制設備があるということを参加人が説
明したことをもって、

•一審被告の原子力規制委員会が参加人について
必要な「技術的能力」を有すると判断したが、

•これが合理的であると言えるか否か
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争点８ 関係条文

設置許可基準規則５５条

（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備）

第五十五条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷及
び原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損
傷に至った場合において工場等外への放射性物質の拡散を
抑制するために必要な設備を設けなければならない。

★放射性物質について、「汚染水を除く」とは
書かれていない。
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争点８ 規則５５条の「解釈」

第５５条（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備）
１第５５条に規定する「工場等外への放射性物質の拡散を抑制する
ために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上
の効果を有する措置を行うための設備をいう。
ａ）原子炉建屋に放水できる設備を配備すること。
ｂ）放水設備は、原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機
燃料火災に対応できること。
ｃ）放水設備は、移動等により、複数の方向から原子炉建屋に向け
て放水することが可能なこと。
ｄ）放水設備は、複数の発電用原子炉施設の同時使用を想定し、工
場等内発電用原子炉施設基数の半数以上を配備すること。
ｅ）海洋への放射性物質の拡散を抑制する設備を整備すること。
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争点８ 「解釈」の解釈（原判決）

• 「解釈」は、その制定過程で

「（ｅ）海洋への放射性物質の拡散を抑制する設備を整備すること。」
との規定を追加。

• 明らかに、福島第一原発における海洋への汚染水流出事故を踏まえ、汚
染水によって放射性物質が拡散しないよう抑制する設備の設置を求める
もの。

• しかし、原判決は、福島第一原発事故において発生したのと同様の汚
染水が発生し拡散することを抑制するための設備を設けることまでは要
求しない趣旨である、と判断。

• 一審被告・参加人による「放射性物質」の説明そのもの
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争点８ 「解釈」の解釈（一審被告・参加人）

• 一審被告・参加人による「放射性物質」の説明

「気体状の放射性物質を含んだ空気の一団（放射性ブルーム）が発生した場
合のことに限る」

他の形態のもの（液体・固体）は、拡散が空気よりも遅く、形態は様々だか
ら、臨機応変な対応を考慮する必要ある
だから事前の設備は要らない。

「重大事故等の中長期的な対応も見据えた技術的能力審査基準による対策」

「当該施設の状況に応じた適切な方法による管理が特に必要と認めるときに
は、特定原子力施設に指定して行う対策」

これらによって対応できる「技術的能力」があれば、法４３条の３の６第１
項３号の要件を充たす。
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争点８ 福一事故の汚染水問題
• 事前に施設を設置しておかなかったことから、汚染冷却水を止める手立ては
立ち後れ、陸側遮水壁が完成したのは、発災後 年半を経てから。

• ２０２２年で約９４トン／日の汚染水が発生。
※ ２０２３年は約８０トン／日。

• 一審被告による方針決定及び所定の認可手続を経て、東京電力は２０２３年８
月２４日、多核種除去設備（ＡＬＰＳ）処理汚染水の海洋放出を強行した。

• 「関係者の理解なしにはいかなる処分も行わない」という約束を反故にした
ことに対し、福島県漁連、全漁連から強い反発がなされ、国際的な非難も浴び、
また放出差止を求める訴訟が同年９月８日に福島地方裁判所に提起された。

• 福島原発事故の汚染水対策の現状についての最新の科学的知見として、
重大事故後に汚染水対策を検討するのではなく、
事前の汚染水対策（地下水を近づけない対策）が必要。
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争点８ まとめ

• 福島第一原発の汚染水の実態を踏まえた新規制基準の制定経
緯からすれば、
規則５５条は、当然に気体のみならず液体及び固体の形態で

拡散する放射性物質の拡散抑制設備を要求していると見るべき。

• 一審被告が参加人に対し、法４３条の３の６第１項３号の
「技術的能力」があるとして、法４３条の３の８第１項の許
可をした判断には、看過しがたい過誤、欠落がある。
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最後に 福一事故の教訓を活かすべき

• 一審被告は、福島第一原発のことは大飯原発とは別の話であると言わん
ばかりに、福島第一原発事故の実態を踏まえた汚染水対策の必要性につ
いて何らの認否反論をしようとしない。

• 福島第一原発事故において炉心溶融が起こり水素爆発を生じた、この現
に出現した重大事故の経験を汲むつもりがないのか。

• 炉心溶融が起こるということは冷却機能を喪失したということであり、
冷却のために水を注ぎ入れ、それが排出されて地下水や海洋に流出する
危険性がある、というのは必然である。

• 福島第一原発事故の汚染水問題から貴重な経験を汲んで、重大事故対策
にふさわしい設備が施されているかを審査するべきであることを念頭に
置いて、判断していただきたい。
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